
 

議 第 １ ６ 号 議 案 

 

 

   衆議院の比例代表選出議員定数４５人を削減しないことを求める意見書 

の提出について 

衆議院の比例代表選出議員定数４５人を削減しないことを求める意見書を別紙のと

おり、富士見市議会会議規則第１３条の規定により提出します。 

 

 

令和８年９月２８日提出 

 

 

富士見市議会議長 勝 山  祥 様 

 

提出者 富士見市議会議員  川 畑 勝 弘 

 
賛成者    同      根 岸   操 

 

     
        

     

        
     

        

     
        

     

        

提 案 理 由 

衆議院の比例代表選出議員定数４５人を削減しないことを求める意見書を地方自治

法第９９条の規定に基づき国会及び政府に対して提出するため、この案を提出します。



 

衆議院の比例代表選出議員定数４５人を削減しないことを求める意見書 

 

自由民主党及び日本維新の会は、第２２１回国会に「衆議院議員の選挙制度改革及

び定数削減に関する法律案」を提出した。同法律案は、施行の日から１年以内に選挙

制度改革に関する法制上の措置が講じられなかった場合、衆議院の比例代表選出議員

定数を１７６人から１３１人へ、４５人削減するものである。同法律案は、継続審査

となっている。 

政治への信頼を回復するためには、議員定数の削減ではなく、企業・団体献金の規

制強化や政治資金の透明化など、「政治と金」をめぐる問題の解決に取り組むことが

必要である。 

平成２８年の衆議院選挙制度に関する調査会答申でも、「現行の衆議院議員の定数

は、国際比較や過去の経緯などからすると多いとは言えず、これを削減する積極的な

理由や理論的根拠は見出し難い。」と指摘されている。 

比例代表制は、小選挙区制だけでは議席に反映されにくい多様な民意を国政に届け

る重要な役割を担っている。比例代表選出議員定数のみを大幅に削減すれば、少数意

見を含む国民の声が国会に届きにくくなるおそれがある。 

よって、富士見市議会は、国会及び政府に対し、衆議院の比例代表選出議員定数

４５人を削減せず、選挙制度について十分な議論と合意形成を行うことを強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

 

埼玉県富士見市議会 

 

 衆議院議長           様 

 参議院議長           様 

 内閣総理大臣           様 

 総 務 大 臣           様 


